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１．組織の概況 

 （１）事務所の名称及び所在地 

施設名 所在地 摘要 

（主たる事務所） 

全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合 

東京都渋谷区代々木 

２－１２－１０ 

 

（従たる事務所） 

 

  

 

(２)役員〔2024 年 5 月 31 日現在〕 

役 職 名 氏  名 

理 事 長（代表理事） 荻山 市朗 

副理事長 松川  聡 

専務理事 本田 雅明 

理事 政所 大祐 

理事 尾内 裕昭 

理事 上村 良成 

理事 奥村 敬弥 

理事 玉之内明徳 

理事 昆  弘美 

理事 伊藤 隆夫 

理事 大谷  清 

理事 菊池 要悦 

理事 福森 敬和 

理事 川端 準一 

理事 吉田 祥司 

監事 中山  廣 

監事 辻村 和裕 
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(３)業務運営の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．主要な業務 

（１）共済事業 

生活上の慶弔時に際し、共済金を支払うことを約する当組合の元受事業である総合共済の普及を

行っています。 

 

（２）2023 年度における事業の概況 

2023 年度末（2024 年 5 月末）の総合共済加入実績は 77,467 件となり、前年度末実績に対し

て 6,912 件減少しました。 

また、経常収益は  4,053,026,540 円（前年比 3,478,741,034 円減）となり、経常費用は 

4,246,196,221 円（前年比 3,544,024,993 円減）となりました。 

この結果、経常剰余は△193,169,681 円（前年比 65,283,959 円増）となりました。 
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（３）直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

    (単位：千円) 

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2022 年度 

(23 年 4-5 月) 

2023 年度 

経常収益 4,979,360 4,834,717 3,780,807 1,168,991 4,053,027 

経常剰余 658,451 714,228 △266,644 △127,886 △193,170 

当期剰余金 286,844 143,560 325,558 72,717 75,594 

出資口数（口） 37,569,075 37,938,993 25,716,976 24,410,710 24,372,972 

出資金 1,878,454 1,896,950 1,285,849 1,220,536 1,218,649 

純資産額 12,067,341 12,056,928 11,933,293 11,939,019 12,107,399 

総資産額 17,562,678 17,689,119 17,136,776 16,839,580 13,507,011 

責任準備金残高 3,491,063 3,705,285 3,708,004 3,668,547 518,566 

有価証券残高 8,738,866 8,776,778 75,245 0 0 

貸付金残高 0 0 0 0 0 

支払余力比率(％) 2,082.4％ 2,189.7％ 2,268.6％ 2,171.6％ 1,489.53％ 

利用分量割戻金 50,918 9,107 0 0 0 

保有契約件数 415,118 399,537 367,280 364,118 79,224 

保有契約口数 18,080,992 17,500,126 16,312,045 16,248,968 － 

契約高 2,230,443,400 2,153,494,000 1,997,617,500  55,456,800 

正味共済掛金 2,895,840 2,749,082 2,732,182 549,881 890,457 

役職員（人） 65 61 58 55 1 

※2022 年度（2023 年４月から５月）は事業年度の変更に伴う短期事業決算を行っています。 

 

３．契約年度別責任準備金残高及び予定利率 

該当する責任準備金（共済掛金積立金）は、ありません。 

 

４．組合の業務運営 

（１）リスク管理の取組 

組合員の信頼と負託に応え、保障と安心を将来にわたり確実に提供しつづけることを目的とし、

共済事業の健全な運営を確保するために、共済引受リスク、事務リスク等の各種リスクを把握し、

適正なリスク管理に努めています。 

（２）法令遵守の取組 

消費生活協同組合法をはじめとする関係法令に則り、共済制度の適正な普及・推進と健全な事業

運営に努めています。 

（３）個人情報保護の取組 

個人情報保護の保護に関する法律および行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律等の関係法令に則り、「全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合個人情報お

よび特定個人情報にかかる保護方針」を設定し、お預かりした個人情報の漏洩、紛失、毀損または

個人情報への不当なアクセスの防止に努めています。 
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５．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項 

（１）貸借対照表 

 (単位：千円) 

※2022 年度（2023 年４月から５月）は事業年度の変更に伴う短期事業決算を行っています。 

 

 

 

 

 

科 目 

2022 年度 

（2023 年 4-5 月） 

2023 年度  

科 目 

2022 年度 

（2023 年 4-5 月） 

2023 年度 

資産の部   負債の部   

 1．現金及び預金 13,861,304 9,399,979  1．共済契約準備金 3,852,458 741,937 

(1) 現金 46 0 (1) 支払備金 183,911 223,372 

(2) 預貯金 13,861,258 9,399,979 (2) 責任準備金 3,668,547 518,566 

2．金銭債権 1,800,000 0 2．再共済勘定 70,129 3,747 

3．有価証券 0 0 3．業務委託勘定 0 0 

(1) 株式 0 0 4．業務受託勘定 0 0 

4．貸付金 0 0 5．その他共済負債 514,611 203,613 

(1)組合貸付金 0 0 6．借入金 0 0 

5．再共済勘定 20,667 1,887 7．前受収益 0 0 

6．業務委託勘定 0 0 8．未払費用 0 11,689 

7．業務受託勘定 0 1,606 9．未払利息 0 0 

8．その他共済資産 0 19,007 10．その他負債 183,641 438,626 

9．前払費用 19,968 0 (1) 未払金 106,428 2,900 

10．未収収益 96 26 (2) 未払法人税等 61,429 0 

11．その他資産 171,025 35,407 (3) 預り金 15,784 7,048 

(1) 未収金 134,512 3,170 (4) 仮受金 0 0 

(2) 差入保証金 16,780 0 (5)その他の負債 0 428,678 

(3) 仮払金 18,743 0 11．引当金 240,206 0 

(4) その他資産 990 32,237 (1) 賞与引当金 30,917 0 

12．業務用固定資産 405,506 287,499 (2) 役員退職給与引当金  209,289 0 

(1) 土地 0 0 (3) その他引当金 0 0 

(2) 減価償却資産 4,042 181 12．価格変動準備金 39,516 0 

(3) 固定資産仮勘定 0 0 負債合計 4,900,561 1,399,612 

(4) 無形固定資産 401,464 287,318 純資産の部   

(5) その他固定資産 0 0  1．組合員資本 11,939,019 12,107,399 

13．関係団体等出資金 561,014 3,761,600 (1) 出資金 1,220,536 1,212,648 

(1) 関係団体出資金 149,044 3,761,600 (2) 剰余金 10,718,483 10,894,752 

(2) 連合会出資金 401,970 0 ① 法定準備金 2,139,000 2,139,000 

(3) 子会社等株式 10,000 0 ② 任意積立金 5,710,904 2,594,282 

14．前払年金費用 0 0   (ア）その他積立金 5,710,904 2,594,282 

15．貸倒引当金 0 0 ③ 当期未処分剰余金 2,868,579 6,161,470 

   (うち当期剰余金) 72,717 176,268 

   純資産合計 11,939,019 12,107,399 

資産合計 16,839,580 13,507,011 負債及び純資産合計 16,839,580 13,507,011 
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（２）損益計算書 

(単位：千円) 

※2022 年度（2023 年４月から５月）は事業年度の変更に伴う短期事業決算を行っています。 

 

 

 

 

 

 

科 目 

2022 年度 

（2023 年 4-5 月） 

2023 年度  

科 目 

2022 年度 

（2023 年 4-5 月） 

2023 年度 

経常損益の部    4．事業経費 286,264 791,265 

 経常収益 574,286 4,053,026 (1) 人件費 177,764 58,929 

1．共済掛金等収入 301,494 1,192,673 (2) 物件費 75,735 429,978 

(1) 受入共済掛金 270,579 985,905 (3) その他諸経費 0 0 

(2) 受入再共済金 30,729 61,196 (4) 支払委託手数料 32,765 302,358 

(3) 受入返戻金 186 0 5．その他経常費用 63,658 2,641,063 

(4) 受入受託手数料 0 145,572 (1) 寄付金 0 0 

(5) 受入その他収入 0 0 (2) その他の経常費用 63,658 2,641,063 

2．共済契約準備金戻入額 224,964 2,844,517 経常損失金 127,885 193,170 

(1) 支払備金戻入額 185,507 0 特別損益の部   

(2) 責任準備金戻入額 39,457 2,844,517  特別利益 375,808 376,591 

3．資産運用収益 4,306 1,072 (1) 固定資産売却益 375,808 0 

(1) 利息及び配当金等収益 29 1,067 (2) 引当金取崩益 0 0 

(2) 金銭債権収益 36 5 (3) 価格変動準備金戻入額 0 39,516 

(3) 有価証券売却益 4,240 0 (4) その他特別利益 0 337,075 

(4) その他の運用収益 0 0 特別損失 114,852 107,828 

4．その他の経常収益 43,522 14,764 (1) 固定資産処分損 0 12,450 

(1) 受取出資配当金 0 9,266 (2) 不動産圧縮損 0 0 

(2) 受取賃借料 0 0 (3) 価格変動準備金繰入額 2,204 0 

(3) その他の経常収益 43,522 5,498 (4) その他特別損失 112,648 95,328 

経常費用 702,171 4,246,196    

1．共済金等支払額 351,145 774,407 税引前当期剰余金 133,071 75,593 

(1) 支払共済金 270,069 720,001 法人税等 60,353 △100,675 

(2) 支払再共済掛金 80,322 54,003 当期剰余金 72,718 176,268 

(3) 支払返戻金 754 403 当期首繰越剰余金 2,734,787 5,667,080 

(4) 支払その他費用 0 0 任意積立金取崩額 61,074 318,122 

2．共済契約準備金繰入額 0 39,461 (1) その他積立金戻入 61,074 318,122 

(1) 支払備金繰入額 0 39,461 当期未処分剰余金 2,868,579 6,161,470 

(2) 責任準備金繰入額 0 0 

3．資産運用費用 1,104 0 

(1) 支払利息 0 0 

(2) 共済事業資産運用費 0 0 

(3) 有価証券売却損 672 0 

 (4) その他の運用費用 432 0 

(5) 貸倒引当金繰入額 0 0 
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（３）剰余金処分計算書又は損失金処理計算書 

①2022 年度（2023 年 4-5 月）剰余金処分計算書 

(単位：千円) 

 2022 年度（2023 年 4-5 月） 

Ⅰ．当期未処分剰余金 2,868,579 

Ⅱ．任意積立取崩額 3,798,501 

 １．任意積立金 3,798,501 

(1)巨大災害リスク特別積立金  1,915,000 

(2)リスク変動対応特別積立金 400,000 

(3)災害見舞対応特別積立金 1,159,245 

(4)電算開発積立金 324,256 

Ⅲ．剰余金処分額 1,000,000 

１．法定準備金 0 

２．任意積立金 1,000,000 

(1)自動車共済事業特別対策積立金  100,000 

(2)電算ソフトウェア対応関係積立金  700,000 

(3)制度開発準備積立金  100,000 

(4)契約移転残課題関連費用積立金  100,000 

Ⅳ．次期繰越剰余金 5,667,080 

注記１．次期繰越剰余金は、消費生活協同組合法第 51 条の 4 第４項の教育事業等繰越金 550 万円を

含みます。 

注記２．任意積立金について 

任意積立金の積立目的は、主に以下のとおりです。 

（1）「自動車共済事業特別対策積立金」は、自動車共済事業の契約移転等に充てるために積み

立てるものです。 

（2）「電算ソフトウェア対応関係積立金」は、電算ソフトウェアの償却に充てるための積立金

です。 

（3）「制度開発準備金積立金」は、総合共済の制度改正にあたってシステム改修、制度改正時

の意向確認調査等の費用に充てるために積み立てるものです。 

（4）「契約移転残課題関連費用積立金」は、契約移転に伴う残務処理等の諸経費に充てるため

の積立金です。 
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②2023 年度剰余金処分計算書 

(単位：千円) 

 2023 年度 

Ⅰ．当期未処分剰余金 6,161,470 

Ⅱ．任意積立取崩額 1,177,554 

 １．任意積立金 1,177,554 

(1) 自動車共済事業特別対策積立金  151,332 

(2) 共済対応別途積立金 1,000,988 

(3) 役職員教育研修積立金 1,720 

(4) 契約移転残課題関連費用積立金 23,514 

Ⅲ．剰余金処分額 0 

１．法定準備金 0 

２．任意積立金 0 

Ⅳ．次期繰越剰余金 7,339,024 

 注記１．次期繰越剰余金は、消費生活協同組合法第 51 条の 4 第４項の教育事業等繰越金 1,284 万円

を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

（４）貸付金明細 

該当する貸付金はありません。 

 

（５）債権者区分による債権の状況 

該当する債権はありません。 

 

（６）有価証券等の時価情報 

該当する有価証券等は保有していません。 

 

（７）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

該当する貸倒引当金はありません。 

 

（８）貸付金償却の額 

該当する貸付金の償却額はありません。 

 

 

６．子会社等に関する事項 

該当する子会社等に関する事項はありません。 
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個人情報および特定個人情報にかかる保護方針 

―組合員・お客さまに関する個人情報および特定個人情報（マイナンバー等）の取扱いについて― 

 

全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合 

 

組合員・お客さまからお預かりした情報は、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」

とう。）および行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、「番号

法」という。)等の関係法令に則り、必要な管理体制のもとに正確性・機密性・安全性の確保に努めます。 

 

１．情報収集・利用の目的  

 この組合は、組合員・お客さまにより良い共済商品・サービスを提供させていただくため、組合員・

お客さまに関する必要最小限の情報を取得し利用させていただきます。 

 なお、個人情報保護法および番号法において例外的に利用が認められている場合は、以下の利用目的

を超えて利用させていただくことがあります。 

(1) 個人情報について 

組合員・お客さまの個人情報は、ご本人かどうかの確認、共済契約の締結・維持管理、共済金の

お支払いなどを含む共済契約の判断に関する業務や、この組合およびお客様が加入・利用される

連合会の事業、各種共済商品、各種サービスのご案内などの目的のために利用させていただきま

す。 

また、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱う場合は、あらかじめご本人の同

意をいただきます。 

 

２. 取得させていただく情報の種類 

 (1) 個人情報について 

組合員・お客さまの住所、氏名、生年月日、性別、電話番号、その他共済契約の締結、共済金の

お支払い等に必要となる情報を取得させていただきます。 

 

３. 情報の取得方法 

 (1) 個人情報について 

主に申込書、契約書やアンケートにより、組合員・お客さまの情報を取得させていただきます。 

協力団体・労働組合を通じて共済を利用される組合員・お客さまについては、所属されている協

力団体・労働組合等を経由して、共済にかかわる組合員・お客さまの情報を取得させていただいき

ます。 

 

４．情報の管理 

 この組合では、組合員・お客さまから取得する情報について、「個人情報保護規程」にもとづき、以下

のとおり安全管理を実施します。 
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(1) 安全管理について 

① 情報の保管については、管理責任者等の設置や情報セキュリティ対策等をはじめ必要かつ適切

な措置を講じるとともに、組合員・お客さまの情報の漏えい、紛失、き損または情報への不正ア

クセスの防止など、情報の安全管理を実施します。 

② 組合員・お客さまの個人情報の取扱いについての教育・研修を職員に定期的に実施します。 

③ 組合員・お客さまの個人情報については、それぞれの利用目的の達成に必要な範囲内において

正確かつ最新の内容とするように努めます。 

④ 連合会および関連事業会社等に事務処理を委託する場合には、委託先に対して、組合員・お客

さまの情報の適切な管理を求めるとともに、目的外の利用を行わせない等の必要かつ適切な委託

先の監督を実施します。  

(2) 情報の廃棄等について 

情報の廃棄等については、法令で定める保存期間を経過 する等、保管する必要性がなくなった

場合には、速やかに、復元不可能な手段で廃棄又は削除します。 

 

５. 情報の利用・提供 

 組合員・契約者等の個人情報は、交運共済の業務上必要がある場合のみ利用し、以下の場合を除き取

得した情報を第三者に提供することはありません。 

① ご本人が了解・同意がある場合 

② 法令により必要と判断される場合 

③ 公共または組合員・ご契約者の利益のために必要と考えられる場合 

④ 情報の利用目的のために業務を委託する場合 

⑤ 業務提携先等との間で、交運共済が保有する共済契約等に関する所定の情報（以下、「個人デー

タ」といいます。）を共同して利用させていただく場合で、あらかじめご本人に通知し、またはご本

人が容易に知り得る状態に置いているときには、個人情報保護法にもとづき第三者への提供には該

当しないものとします。 

 

６．共同利用 

 交運共済では、契約者の皆さまが所属されている加盟組合（労働組合）等との間で、労働者共済福祉

活動の普及に関わる商品、各種サービスのご案内などや共済契約の締結・維持管理および共済金のお支

払いなどに関わる事務手続を円滑にすすめるために、つぎの交運共済が保有する個人データを加盟組合

（労働組合）等と共同して利用させていただいています。 

【共同利用事項】 

交運共済と加盟組合（労働組合）等が共同利用する保有個人データは、つぎの項目です。会社名、所

属組合、所属機関名（機関番号）、職場番号、組合員番号、氏名、住所、電話番号、生年月日、性別など

の組合員管理に必要な基本データおよび契約・給付管理に必要な基本データ。 

 

７. 開示・訂正・利用停止等  

この組合は、組合員・お客さまからご自身に関する保有個人データ、第三者提供記録について開示の

ご依頼があった場合は、ご本人であることを確認させていただいたうえで、特別な理由のない限り開示

いたします。 
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また、お預かりした情報が不正確である場合には、正確なものに訂正させていただきます。  

なお、利用目的を超えた情報の利用、不正な手段による情報の取得、利用の必要がなくなったこと、

漏えい・滅失・毀損など権利利益が損なわれるおそれが大きいこと、または取扱いによって権利・正当

な利益が損なわれるおそれがあることを理由として取扱いの停止を希望される場合のほか、組合員・お

客さまの個人情報については、ダイレクトメール・電話・Ｅメールによるご案内などへの利用を希望さ

れない場合にも、特別な理由のない限り取扱いを停止させていただきます。  

 

■ 相談対応窓口 全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合 

■ ＴＥＬ     ０３－３２９９－６６３３ 

（月曜日から金曜日 9:00～17:00 ただし祝祭日を除きます。） 

■ ＦＡＸ  ０３－３２９９－６６３４ 

   ■ 責任者       名 称 全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合 

住 所 東京都渋谷区代々木二丁目 12 番 10 号 

代表者 荻山 市朗 

 

 

 

 

 

 

 

 


